
　信用保証協会は、中小企業者等の方々が金融機関から事業資金の融資を受ける際に、「公的な保証人」となっ
て金融の円滑化を図ることを目的として設立された、信用保証協会法（昭和28年法律第196号）に基づく認可
法人です。

　中小企業者等のための信用保証の業務を行い、もってこれらの者に対する金融の円滑化を図ることを
目的としています。（定款第1条）

信用保証協会の役割 千葉県信用保証協会の概要

基本理念 私たちは
創造性豊かな中小企業のよきパートナーとして

多様で活力ある成長と繁栄を
サポートします。

～千葉県信用保証協会～

目　　的

設 立
基 本 財 産
保証債務残高
利 用 企 業 数
役 職 員 数
事 務 所

昭和24年4月22日
467億円
9,682億円
40,135企業
常勤役員6名、非常勤役員16名、職員155名
本店・松戸支店

（平成30年3月31日現在）

プロフィール

昭和24年  4月13日
昭和24年  4月22日
昭和24年  5月17日

昭和25年  3月18日
昭和25年  3月25日
昭和29年  9月  9日
昭和29年  9月30日
昭和36年10月  9日

昭和45年  4月  1日

昭和54年12月  1日

昭和60年10月  1日

平成  5年  5月12日

平成19年  9月25日

社団法人千葉県信用保証協会の創立総会開催
社団法人千葉県信用保証協会の設立許可（官房秘令第140号）
社団法人千葉県信用保証協会の設立登記
所在地　千葉市吾妻町3丁目29番地　日本赤十字社千葉県支部内
財団法人千葉県信用保証協会の設立許可（官房秘令第269号）
財団法人千葉県信用保証協会の設立登記
信用保証協会法に基づく認可法人に組織変更（蔵銀第2315号）
組織変更登記
事務所移転
所在地　千葉市市場町2番地　千葉県自治会館内
事務所移転
所在地　千葉市千葉港4番2号　千葉県中小企業会館2階
事務所増設
所在地　千葉市千葉港4番2号　千葉県中小企業指導情報センター2階
東葛飾支所開設
所在地　松戸市本町7番地10　ちばぎん松戸ビル4階
分室開設
所在地　千葉市中央区新田町36番15号　千葉テックビル7階
事務所移転　（本所移転に伴い分室閉鎖統合）
所在地　千葉市中央区中央4丁目17番8号　千葉県自治会館内
事務所名称変更　本所は本店、東葛飾支所は松戸支店へ変更

あ　ゆ　み

　信用保証協会は、目的を達成するために次の業務を行っています。
①中小企業者等が銀行その他の金融機関から資金の貸付け又は手形の割引を受けること等により金

融機関に対して負担する債務の保証
②中小企業者等の債務を銀行その他の金融機関が保証する場合における当該保証債務の保証
③銀行その他の金融機関が株式会社日本政策金融公庫の委託を受けて中小企業者等に対する貸付け

を行った場合、当該金融機関が中小企業者等の当該借入れによる債務を保証することとなる場合に
おけるその保証をしたこととなる債務の保証

④中小企業者が発行する社債（当該社債の発行が証券取引法（昭和23年法律第25号）第2条第3項に
規定する有価証券の私募によるものに限り、社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75
号）第66条第1号に規定する短期社債を除く）のうち銀行その他の金融機関が引き受けるものに係
る債務の保証

⑤前各号に掲げる業務に付随し、信用保証協会の目的を達するために必要な業務

　信用保証協会は、前に掲げる業務のほか、当該業務の遂行を妨げない限度において次の業務を行っ
ています。
①前項各号の債務の保証に係る中小企業者に対する経営の改善発達に係る助言その他の支援
②前項各号の債務の保証をするに当たり行う当該債務の保証に係る中小企業者が発行する新株予約

権の引受け
③前項各号の債務の保証に基づき求償権を取得した場合における当該債務の保証に係る中小企業者

に係る次に掲げる業務
　イ　債権管理回収業に関する特別措置法（平成10年法律第126号）第2条第1項第1号から第3号ま

でに掲げる債権（以下、「特定金銭債権」という）、特定金銭債権を担保する保証契約に基づく債権
及び信用保証協会その他信用保証協会法施行令（昭和28年政令第271号）で定める者が特定金
銭債権を担保する保証契約に基づく債権に係る債務を履行した場合に取得する求償権並びにこ
れらの債権に類し又は密接に関連するものとして同施行令で定めるものの譲受け

　ロ　イの規定により譲り受けた債権の管理（当該債権の管理のために必要な一切の裁判上又は裁判
外の行為を含む）

　ハ　イ及びロに掲げる業務に関連して必要な交渉及び調査並びに当該中小企業者に対する助言
④投資事業有限責任組合契約に関する法律（平成10年法律第90号）第2条第2項に規定する投資事業

有限責任組合が行う中小企業者に対する投資事業(過大な債務を負っている中小企業者の事業の再
生を図るものに限る）に必要な資金の出資

⑤前各号に掲げる業務に付随し、信用保証協会の目的を達するために必要な業務

　信用保証協会は、業務を行うに当たっては、中小企業者による経営の改善発達を促進するため、銀行
その他の金融機関と連携を図ります。

1.

2.

3.

業　　務 信用補完制度の見直しにより、平成30年度から2.①と3.が新たな業務として加わっています。

（平成30年4月1日改正）
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